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ＡＰＥＣ（アジア太平洋協力）に見る

　　　　　民問事業活動への関与

中小企業育成を例として

山　浦　雄　三

ビジネスはＡＰＥＣのビジ ョン実現にとり ，極めて重要な役割を担っている。ＡＰＥＣが追求する自由

で開かれた貿易 ・投資環境に深いかかわりをもつのがビジネスである。ビジネスは政府と協力して持

続可能な成長の実現にとっ て重要な媒介役を果たすだけでなく ，モノ ，サービス，資本，情報を国境

を越えて移動させる主体となっ ている。～国境を越えたビジネスが展開されている戦略分野において

その国際的連携の拡大，深化がビジネスという「現実世界（リアルワールド）」においてＡＰＥＣが成

功するかどうかを測る主要な指標となる 。

　　　　　　　　　　　　　　　（１９９６年ＡＰＥＣピシネス諮問委員会（ＡＢＡＣ）報告書より）

１．

はじめに

　＜ＡＰＥＣ創設に向けた思惑〉

　１９８９年１１月 ，豪州キャンベラで第１回アシア太平洋経済協力会議（Ａ・１・ Ｐ・・１丘・ Ｅｃｏｎｏｍｌｃ　Ｃｏｏｐ

。。。ｔ１．ｎ　ＡＰＥＣ）閣僚会議が開催された。参加国は後述のＰＥＣＣメンハー から中国，台湾，南太

平洋グループを除いた１２ヶ国（日本，ＡＳＥＡＮ６ヶ国，豪州，韓国，米国，カナダ，ニュージーランド）
　　　　Ｉ）
であ った。もともとＡＰＥＣ構想の底流には，２１世紀における世界の新たな自由貿易体制である

ガット ・ウルグアイラウンドの推進と成功，さらには折りから台頭しつつあ った北米自由貿易協

定（ＮＡＦＴＡ），欧州連合（ＥＵ）といっ た「地域主義」に対抗するという側面が色濃くみられた 。

ともあれキャンベラ会議の結果，世界経済の発展のために多角的な自由貿易体制の維持強化を積

極的に推し進め，ウルグアイラウンドの推進に向けて協力していくことで合意が成立した。そし

て当面は，各国 ・地域でそれぞれ異なる関心事を踏まえて，経済 ・技術協力の側面にＡＰＥＣ活
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
動の中心を置くという決議が行われたのである 。

　１９６０年代に最初に太平洋経済圏構想を提唱し，その後もアジア太平洋地域の学者を中心とした

集まりである太平洋貿易開発会議（ＰＡＦＴＡＤ，後述）を中心になっ て運営してきた小島清一橋大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
学名誉教授をもっ てして，ｒＡＰＥＣ開催の動機は不透明である」と言わしめているように ，

ＡＰＥＣ創設をめぐっ ては，関係各国 ・地域の思惑は複雑に入り組んでいた。小島教授はアジア

太平洋の機構づくりが，当時，インタストリアリスムが大きな歴史の流れになっ てきた西太平洋

の成長マーケ ットをめぐる先進工業国である米国，日本，豪州の角逐の場とされてしまっ たと見

ている。すなわち，急速に拡大する西太平洋のアジア諸国に対する米国の関心は，貿易 ・投資の

（１）



　２　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第１号）

自由化によっ てこの地域への米国の輸出拡大及び投資の伸長をねらっ たものである。豪州の動機

も日米による西太平洋マーケ ソトの先取りに対する警告であり ，一方，米国に成長市場を独占さ

れてはかなわない日本も，多角的ガ ット方式によっ て米国の動きを牽制したいというのが

ＡＰＥＣを支持した理由だ，というものである。そして同教授はＡＰＥＣに込められた先進各国の

期待は同じものではなく ，複雑に交錯しており ，全く同床異夢といえるとし，ＡＳＥＡＮは単に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
これら先進諸国に道連れにされたにすぎないと疑わさるを得ない，と断じている。経済的にも文

化的にも ，きわめて多榛性に富んだアジア太平洋地域では，関税同盟や自由貿易協定といっ た，

きつい制度的統合はもとより実現不可能であ った。結局，この地域では経済 ・技術協力のための
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
緩い機能的な統合をめざす方向にＡＰＥＣは進まざるを得なくなるという ，小島教授の予言は今

日， ＡＰＥＣの置かれた有り様を見ても当を得たものであ った，といわざるを得ないであろう 。

同じことが，ＡＰＥＣ設立の理念的な基礎を形づくっ たと言われている，日本の通産省内の「ア

ジア太平洋貿易開発研究会」がとりまとめた報告書（１９８９年８月）においても「コンセンサス ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
アプローチによる多目的，漸進的な協力」が言唾われていることが注目される 。

　こうしてＡＰＥＣが８９年に創設されて以来，経済 ・技術協力が中心の柱となっ ているのは，経

済協力の推進には各国 ・地域問であまり異論がないからである。これに対し自由化のほうは各

国・ 地域の意見がなかなか一致しないばかりか，その取り組みがあまりにも性急であ ったばかり

に今日 ，一部で「自由化疲れ」がみられ，とくに昨年来のアジアの通貨 ・金融危機に直面して自

由化を後退させる動きさえ出始めている。それゆえにこそ，少なくとも経済面では世界の指導的

国家の一つである日本は，自由化の推進で強いリーダーシ ップを発揮しなければならない，とい
　　　　　　　　　　７）
う主張も示されている 。
　　　　　　　　　　　　　　　８）
　今後，ＡＰＥＣは◎ロシアの加盟により ，必然的に経済だけでなく政治的な意味合いを帯びて

くる，　経済危機でＡＳＥＡＮの存在価値が低下してくる，など情勢変化が進む中で，ＡＰＥＣの

基本的性格がどのように変化してくるのか，難しい時期に来ている。特に「自由化疲れ」が見ら

れる中で，「早期自主的自由化」に対する対応如何でＡＰＥＣの真価が問われることになるという

見方もある。一方で，９８年のＡＰＥＣ会議議長国であるマレーシアは，かねてからの主張である

貿易 ・投資の自由化よりも人材育成，インフラ整備など経済 ・技術協力面を重視すべきである ，

との考え方を明らかにしている。加盟国 ・地域のうち発展途上国の問で経済 ・技術協力をもっと

重視すべきとの意見が根強くあ ったのに加え，最近，一部の国でアジア通貨 ・金融危機の影響で

自由化を遅らせる動きが表面化していることがその背景にある 。

　それでは日本としてＡＰＥＣに臨む姿勢はいっ たいどうあるべきか。これは長期的な視点に立

ってアジア太平洋地域の持続的発展には何が一番重要なのか，そしてそれを実現するためには

ＡＰＥＣをどのように育成し，機能させるか，といっ た見地から検討されなければならない問題

である。とくに通貨 ・金融危機をきっ かけにアジアと日本がかつてない緊密な関係になっ ている

中で，日本経済がアジアの経済危機をどの程度吸収できるか，といっ た視点も重要になっ てこよ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
う。 単なる理想に終わらずに，アジア太平洋地域の実態を反映した視点からの発想が今こそ

ＡＰＥＣに求められているのではなかろうか 。

（２）



　　　　　　　　　ＡＰＥＣ（アジア太平洋協力）に見る民間事業活動への関与（山浦）　　　　　　　　　３

　＜ビジネスの積極的な関与を＞

　今日 ，世界経済の再活性化のための新規産業の育成，雇用の創出などといっ た観点から，中小

企業の果たす役割が再び評価され，見直されようとしている。ひるがえっ てアジア太平洋地域を

見ると ，各国 ・地域で経済発展の度合いが違い，しかもそれぞれが構造変化を起こしている状況

の下で，国際的な分業関係が急速に変化している。国際分業の進展と構造変化が進むなかにあ っ

て， 調達，あるいは合弁，戦略的提携などにより様々な国際ビジネスを展開している企業はこの

地域の経済発展に大きく貢献している。とくに中小企業が本来持っている経営資源の優位性を生

かして，アジア太平洋地域で進みつつある経済構造の変化，国際分業の進展状況の中から，いか

にピジネスチャンスをつかみ，この地域の経済発展に寄与するかが今，一番求められている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
「ＡＰＥＣはヒジネスだ」（ＡＰＥＣ　Ｍ。。ｎ． Ｂｕ．ｍ。。。）が９６年のフィリピン会議での合い言葉であ った 。

ＡＰＥＣに民問二一ズを積極的に関与させることで自由化に弾みをつけようというものだ。その

具体的な表れの一つとしてＡＰＥＣによる中小企業問題への積極的な取り組みが位置付けられ

る。

　最近，経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）においても ，欧州諸国を悩ましている失業問題の解決のほ

か， ベンチャーなど次代新産業の育成，あるいはニッ チ市場へのアクセスといっ た先進工業地域

に共通する観点から，中小企業の重要性が再認識され，その振興策について盛んに議論が行われ

ている。しかしながら，そこでは日本や韓国に見られるような産業政策の面から中小企業を支援

するという姿勢は全く感じられない。なおさらのこと ，経済発展段階が様々で，しかも産業風土

が大きく異なるアジア太平洋地域において，中小企業の捉え方，支援策のあり方などについて

国・ 地域によっ てそれぞれアプローチの違いがみられるのはあたりまえといえる。以上のような

状況を踏まえて，本稿ではＡＰＥＣ域内の各国 ・地域における中小企業問題に対する考え方や政

策の違い，さらには企業国際連携の動きなとを視野に入れながら，本来政府へ一スの地域統合機

関であるＡＰＥＣが民問活力をいかに取り入れて中小企業育成を成功させ，この地域の経済発展

に結び付けようとしているか，そしてその取り組みの過程，具体的な支援プロジェクトなどを紹

介しつつ，ＡＰＥＣとビジネスのかかわりという側面を浮き彫りにする 。

２． アジア太平洋とＡＰＥＣの役割

　アジア太平洋地域は現在，世界の中で最もダイナミッ クに発展し，「世界の成長センター」と

も呼ばれ，２１世紀における世界経済の発展拠点として期待されている。さらにアジア太平洋地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
は域内貿易比率（輸出）をとると９０年の２０ ．６％から９６年は３２．６％と一段と高めることで，統合化

に向かっているだけでなく ，その経済的ダイナミズムを域外にも波及させている。それだけでな

く， そのダイナミズムのゆえに域外諸国から企業を誘引する「磁場の役割」をも果たしている 。

米国とアジア太平洋地域との関係は，歴史的かつ経済的にも緊密であり ，ＥＵも９６年３月にバン

コクで第１回アジア欧州首脳会議が開催され，アジアと欧州の関係強化が宣言されるなど急速に

同地域への接近を図 っている。いわばアジア太平洋地域は同地域にある諸国，米国，ＥＵなどが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
競争と協力を展開する場に変わりつつあるといっ てよかろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）



　４　　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第１号）

　アジア太平洋地域（Ａｓ１ａ　Ｐａｃ１丘ｃ　Ｒｅｇ１ｏｎ）という概念がもともとあったわけではない。かつてこ

の地域は「環太平洋地域」と呼ばれ，文字どおり太平洋の外縁を形成する北米，中南米，オセア

ニアという全く異なる地域の集合をさし，アジァは入っていなかった。わが国で太平洋地域とい

う概念が史上に初めて登場したのは明治２０年代前半，世界史的な観点からアジア及び太平洋の動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
向を捉え，「東方策」を書いた稲垣満次郎という人物を挙げることができる。稲垣はその著の中

で， 世界の政治経済の中心は１５世紀には地中海から大西洋に移 って，その後，大西洋時代が長く

続いたが近く太平洋の時代に移ることは確実だという文明史論的な見解を述べている。１９世紀末

という帝国主義時代にあ って，政治経済の中心の移動をもたらす原動力を，商工業の発展

（Ｃｏｍｍｅ。。１．１．ｎｄ　Ｉｎｄｕ．ｔｎａｌ　Ｅｎ。。ｇ。。。）に求めたところに彼の「アジア ・太平洋論」の目新しさが感

じられる 。

　戦後におけるアジア太平洋地域協力は，１９６０年代半ばに小島清一橋大学教授（当時）が提唱
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
した太平洋自由貿易地域（ＰＡＦＴＡ）にはじまる。小島教授を中心にアジア太平洋諸国の学者に

よる太平洋貿易開発会議（Ｐ。。１丘。 Ｔ．ａｄ．ａｎｄ　Ｄｅ。。１ｏｐｍ．ｎｔ　Ｃｏｎｆ。。。ｎ．ｅ）が組織され（第１回会合は

１９６５年に東京で開催），会合を重ねる中で南北問題を含む地域協力の機運が醸成されるとともに ，

とくにアカテミソ クな分野でアジァ太平洋協力に関する議論が深められた意義は大きい。一方 ，

アジァ太平洋を舞台とした民間側による地域協力が取り組まれるようになっ たのは，日本，豪州

及ひ米国等の経済人と政府高官から構成される太平洋経済委員会（Ｐ。。。丘。 Ｂ。。ｍＥ。。ｎ．ｍ１． Ｃ．ｏｐ －

ｅｒａｔ１ｏｎ　ＰＢＥＣ）の設立（１９６８年）がその始まりである。東アジアのめさましい経済成長が核とな

ってアジア太平洋地域全体が注目されるようになっ た７０年代に入ると ，日豪間の関係の深まりも

あっ て， 両国問で議論された共同プロジェクトの一つに経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）を想定した

政府問協議の場である太平洋貿易開発機構（Ｏ．ｇａｍ。。ｕｏｎｆｏ． Ｐ．ｃ１丘・ Ｔ・・ｄ・・ｎｄＤｅｖ・１ｏｐｍ・ｎｔ

ＯＰＴＡＤ）設立提案が行われた。しかし，この構想はその多様性が障害となり ，実現をみるに至

らなかった。他方，７０年代末，大平首相（当時）の政策研究会「環太平洋連帯研究グループ」が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
組織され，８０年に提言を取りまとめ発表した。この提言を受けて，８０年９月 ，豪州キャンベラに

おいて第１回ｒ太平洋共同体セミナー」が開催された。この会合には豪州，日本，米国，カナダ ，

ニュージーランドの先進５ヶ国，シンガポール，インドネシア，タイ ，マレーシア，フィリピン

の東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ），それに韓国，太平洋島喚国（代表はフィジー）の１２ヶ国 ・地域

の代表が参加した。中国と台湾を除けはＡＰＥＣ原加盟国に近似していることがわかる。この会

合に関して重要なことは，後にＡＰＥＣの基本原理を構成する「緩やかな制度化」，「コンセンサ

ス方式」といっ た統合の原理について議論され，理解が深められるとともにアジア太平洋研究の

ためのタスクフォースである太平洋協力委員会（Ｐ。。１丘。 Ｅ。。ｎｏｍ１． Ｃｏ．ｐ。。。ｔ１ｏｎ　Ｃｏｍ．１１ＰＥＣＣ）の

設立が合意されたことである。ＰＥＣＣには各国政府関係者，経済人が個人の資格で参加し，大

平グループが提唱した環太平洋連帯の理念である “開かれた地域主義”の原則の下で，コンセン

サス方式で特定分野の協力を推し進めるという ，「非公式の緩やかな協議システム」の採用とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
ったＡＰＥＣ形成の原点を形作ったコンセプトについて合意した点が重要である。このような環

太平洋連帯構想研究の流れが，これまでＯＰＴＡＤ等で議論された政府問協議の場を設立すると

いう組織論から一歩踏み出して，現実的な地域協力論へと進展していく重要なステ ップを作った

といえる。その後，８６年には中国と台湾が加盟するなどＰＥＣＣは着実な発展を遂げ，後のアジ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）



　　　　　　　　　ＡＰＥＣ（アジア太平洋協力）に見る民間事業活動への関与（山浦）　　　　　　　　　５

ア太平洋地域における政府問の経済協力体であるアシア太平洋経済協力会議（Ａ．１．Ｐ。。、丘。Ｅ。。ｎ．

ｍｉｃ Ｃｏｏｐｅｒａｔｉｏｎ： ＡＰＥＣ）の創設に大きな影響を与えたのである 。

　設立の経過からＰＢＥＣやＰＥＣＣといっ た多様な地域協力のための組織体とのリンケージを基

盤に，いわば自然発生的ともいえる形で８９年に設立されたＡＰＥＣは「緩やかで，継続的な協議

体」という原則をとり ，欧州連合（ＥＵ）や北米自由貿易協定（ＮＡ町Ａ）のような根拠法に基づ

く常設の国際機構とは基本的に異なる性格を持つ 。

　言うまでもないことであるが，アジア太平洋地域経済の最大の特色はその多様性にある。地理

的には太平洋を取り囲む広大な地域に散在する国 ・地域からなり ，他のどの地域に比べてもあら

ゆる意味で異なっ ている。¢国土面積で大きな違いが見られるばかりか，資源の賦存状況も異な

る， 　経済発展段階も様々であり ，成熟した経済もあれば，発展段階に入ったばかりの国 ・地域

もある，　宗教や文化，歴史，伝統，さらには価値観や規範がそれぞれ国 ・地域によっ て異なる ，

＠社会経済体制についても資本主義，自由主義の国　地域が多い中で，社会主義を堅持している

国もある ，　ＮＡＦＴＡ，ＡＦＴＡ，ＡＮＺＣＥＲなど自由貿易圏が存在するほか，華南経済圏，インド

ネシア ・タイ ・マレーシアの成長の三角地帯など次に成長の原動力となるいくつかの新興成長地

帯が形成されている，等々である 。

　かつて歴史上，この地域はヨーロッパや北米のように一度も「制度的統合」を試みたことはな

かっ た。 アジア太平洋地域にみられる大いなる多様性は経済的な補完を生み出し，それによっ て

強い相互依存関係で結ばれた高成長地域を創り出してきたといえる。このような状況の下で，世

界経済の中で孤立化を避けるとともに，地域主義によるブロッ ク化に対抗するため，経済の相互

依存関係をべ一スに新たな枠組みづくりの機運が芽生えたのは自然の成り行きともいえる。また ，

「開かれた地域協力」のモデルとも言うべきＡＰＥＣは，旺盛な民問部門の活動を通じ，急速な発

展を遂げてきたアジア太平洋地域の持続的発展を維持するためには，民間部門の自発的な活動を

支援していかなければならない宿命がある。８０年代後半以降，顕著とな ったアジア太平洋地域の

　　　　　　　　　　　　ＡＰＥＣの目的及び組織構造（中小企業育成を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非公式首脳会議（ＬＭ）
　貿易 ・投資の自由化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　函

　貿易・投資の円滑化　　　　　　　　　分野別担当閣僚会議　　　　ＡＰＥＣビジネス諮問委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　 ．貿易　教育 ．環境　　　　　　　　（ＡＢＡＣ）

　　匿壷団 中小企業育成：鑑椙纏　 太平洋ビジ蒜／１ワーク
　　　　　　　　　 ほか１３分野　　　 ・運輸　科学技術　　　　　　　　（ＡＰＢ－ＮＥＴ皿）

　　　　　　　　　　　　　　　　 ・労働

　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅ憂憂董］　高級事務レベル会合（ＳＯＭ）

　　開かれた多角的貿易
　　体制の促進・強化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　行財政委員会（ＢＡＧ）

　　　　　　　　　　　　　　　　麗　　　　　貿易投資委員会（ＣＴＩ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・中小企業専門家会合 ・中小企業政策責任者会合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・基準認証　　　　　　　（ＰＬＧ）に格上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・通関手続き小委員会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・投資専門家会合

　アジア太平洋地域　　　　　　　　　　　　　　　　　□至茎重亟…］

　　 の成長と発展　　　　　　　　　　　　　　　　　　・貿易投資，人材養成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・貿易投資データレビュゥ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・投資及び産業科学技術
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・域内エネルギー協力
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・海洋資源保全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・通信，運輸，観光，漁業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）
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経済成長のダイナミズムの源泉は，国境を越えた企業活動の展開に求められる。したがって，い

かにしてこの地域において企業活動を活発にするか，また，そのことを通じて各国の経済発展を

持続的なものにするか，にＡＰＥＣ活動の核心があるといっ ても言い過ぎではなかろう 。換言す

れば，アジア太平洋経済を担う主役たる民間産業界の声をいかに取り入れて，それらを活動に反

映させていけるかにＡＰＥＣの成否がかかっている，ともいえる 。

３． アジア太平洋地域経済における中小企業の果たす役割と重要性

　〈重要性増す中小企業＞

　アジア太平洋地域において進行している急速な技術革新と市場二一ズの多様化は，この地域の

産業に大きな変化をもたらしている。それと同時に，多くの国の経済を一次産品の生産から高付

加価値製品の生産へ，さらには「モノ」の生産から「サービス」の供給へと急激に変貌させてい

る。 その結果，各国 ・地域の経済はその発展段階を問わず，ますます多くの種類の高付加価値製

品及びサービスを開発し，供給する必要に迫られるようになっ た。 このような変化に柔軟に対応

できる中小企業の本来持つ特性が生かされる場がアジア太平洋地域で出現しているといっ てもよ

いであろう 。この地域で期待されている中小企業の役割とは，０健全な中小企業の存在は，各

国・ 地域の国内経済の活性化に寄与するだけでなく ，国境を越えた経済活動においても ，一層重

要な役割を果たす，　中小企業はこの地域で高まりつつある経済的な補完関係とその進展のツー

ルとしても有効に働く ，というものである 。

　一方，アジア太平洋地域で顕著にみられる製造業を中心とした産業の急速なグローハリゼーシ

ョンの進展は，国内産業の再構築と発展を促し，より効率的かつ生産的な産業構造を作っていく

うえで，中小企業にとっ て格好な活躍の機会を提供している。このような産業発展の過程におい

ては，適切な経営ノウハウ，技術ノウハウをもつ中小企業の存在が欠かせないからである 。

ＡＰＥＣを構成している発展途上国の中には，自動車や電機 ・電子機器部門の外資組み立て工場

を支える鋳鍛造，金属加工，プラスチ ソク成型品など，いわゆるすそ野産業（サポーティング　イ
　　　　　１７）
ンダストリー）が育っていないところが多い。組み立て加工産業の国際競争力向上に結び付くす

そ野産業は，外国からの投資を増加させ，域内における生産ネ ットワークの構築を促し，それに

よっ て域内各国 ・地域の経済成長に貢献するうえで必要な産業インフラの，欠くべからざる構成

要素となるものである 。

　世界貿易に占めるアジア太平洋地域のシェアをみると ，１９８３年の３７％から９３年には４４％まで拡

大している。これはかなりの部分ＡＰＥＣ域内の急速な経済成長を反映したものといえる。さら

に１９８９年と９３年の期間にＡＰＥＣ地域の貿易額は約１兆ドル増加しているが，このうち約８０％は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
ＡＰＥＣメンバー間での貿易の拡大によるものである。この数字からみてもわかるように今日 ，

アジア太平洋地域が世界経済の中で最も重要な地域であることは疑問の余地はない。ちなみに ，

この地域の全企業の９０％を中小企業が占め，雇用の３２から８４％，国民総生産（ＧＤＰ）の３０から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
６０％，輸出の３０％を中小企業が担っている。こうした背景の下で，先に見たように中小企業は事

業拡大の好機を迎えており ，アジア太平洋地域の持続的かつハランスの取れた経済発展と新規雇

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６）
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用の創出は，中小企業の成長と発展にかか っているといっ ても言い過ぎではない。そのため

ＡＰＥＣは域内における中小企業の活力強化が２１世紀に向けたアジア太平洋地域のダイナミズム

維持のうえで極めて重要であるとの認識に立 って，加盟各国 ・地域の発展段階に配慮しつつ，開

発協力の重要な施策として中小企業育成を目的とした環境整備に取り組んでいるのである 。

　近年，経済成長において中小企業が果たす役割はますます重要なものになっ てきている。その

理由は中小企業が市場条件の変化に柔軟に対応できるという点に求められる。域内の先進国や新

興工業国 ・地域では今日 ，経済成長に伴って消費者の嗜好はより差別化し，需要は顧客に合わせ

たものへと変わってきている。その結果として生まれたニッ チマーケ ットはより柔軟性があり ，

消費者の好みに合わせたタイミングのよい調整ができる小規模企業に，より多くのピジネスチャ

ンスを与えることになっ た。 さらに，生産単位における最適サイズの縮小，特に資本財にみられ

るそうした傾向は，中小企業の大企業に対する競争力を増大させることになっ たのである 。

　仲小企業間題に積極的な取り組み〉

　上述のように，アジア太平洋地域において中小企業を取り巻く環境の面で著しい変化が見られ

る中で，ＡＰＥＣに関して最初に中小企業問題への取り組みへの要請が行われたのは，９３年に米

国シアトルで開催された第１回非公式首脳会談であ った。この会議では議長国である米国の強力

なイニシアチフの下，“太平洋共同体”（Ｐ・・１丘・ Ｃｏｍｍ１町）のコンセプトが高らかに提唱される

一方，マレーシアを除く１４メンバーの首脳の間で，ダイナミッ クな経済成長に伴う２０億人の巨大

なアジア太平洋市場の創設，貿易 ・投資障害の削減等を進めていくことが合意された。それとと

もに，ＡＰＥＣ活動に民問からの意見等を積極的に反映させるための組織としてビジネス界の指

導者から構成されるパシフィッ ク・ ビジネスフォーラム（ＰＢＦ）の設置が決まり ，中小企業問題
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
に関する対話の強化が打ち出されたのであ った。そして，９５年に大阪での非公式首脳会議におい

て「大阪行動指針」が採択されたが，この指針こそ，ＡＰＥＣが今後，具体的な行動をとる際の

戦略的な枠組みとなるものである。特に経済 ・技術協力分野において中小企業育成を取り上げ ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
この問題に関しＡＰＥＣが進むべき道筋を示している 。９４年１０月 ，加盟各国 ・地域の中小企業大

臣による初会合が大阪で開催された。この会合で各国 ・地域の中小企業大臣は，ＡＰＥＣにおけ

る中小企業問題への取り組みが民問二一スを汲み上げたものであり ，域内の貿易 ・投資及ひ経済

協力の拡大というＡＰＥＣの目的を支えるものであることを明確に打ち出したのである。そして

中小企業関連の課題を的確に処理するために，従来からあ った中小企業に関する専門家会合を ，

中小企業問題についてのアドホ ソクなポリシーレベル ・グループ（ＰＬＧ）に格上けし，ヒジネス

セクターと密接な関係を保ちつつ，諸作業を進めることとした。このグループの下で後述の中小

企業技術交流 ・訓練センター（ＡＣＴＥＳＭＥ）を含む１０のプロジェクトが決定され，現在，進行中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
である。それ以降，中小企業大臣会合は４回の会合を持ち，域内の開放的な貿易 ・投資環境の変

化に対応していくうえで，中小企業は強力な支援を必要としているという観点から中小企業の成

長を促すための経済 ・社会的環境の整備，関連政策及び諸活動について討議を重ねてきている 。

各会合での議論のポイント ，合意された政策の方向やプロジェクトをまとめると下表の通りとな

る。

（７）
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政策の方向 具体的なプログラム

第１回 ０中小企業が大きなハンディを負 ってい ０ＡＰＥｃ地域の将来的な産業構造につ
（９４年１０月

， る分野として人材育成，情報アクセス ， いてのインダストリアル ・アウトル ック
大阪） 技術及び技術の交流，資金調達，市場ア の共有

クセスの５分野を優先課題とし，さらに 　各国政策担当委任者により構成される

政策対話の強化を確認 ポリシーレベルグループ（ＰＬＧ）の設
　中小企業がその潜在力を生かしきれる 置

ようにするための貿易 ・投資の円滑化な

らびに中小企業の投資リスクを軽減し ，

投資意欲を高めるための拘束のない投資
原則の確立
　民問セクターからの積極的な意見聴取

第２回 ○上記５分野について，各国が行動を起 ＯＡＰＥｃフランチャイズの研究，中小
（９５年９月

， こす必要があることから，行動計画（ア 企業研究機関シンポジウム，大 ・中 ・小

アデレード） クシ ョンプログラム）を採択 企業の企業提携の研究，ＡＰＥＣ中小企
　マーケ ットメカニズムヘの中小企業の 業技術交流 ・訓練センターの研究，ベン
反応を最大限に高めるため，無差別かつ チャー・ キャピタル ・ワークシ ョッ プの

市場原理に基づいた中小企業政策の立 研究，中小企業によるインターネ ットで
案・ 実行 中小企業関連情報を交換するためのホー

ムペ ージの作成やＥＤＩ等の電子システ

ムの活用促進に関するプロジェクト ，中

小企業の技術を診断するツールの研究

第３回 ０大阪行動計画（アクシ ョン ・アジ ェン ＯＰＬＧ会合の下で中小企業技術交流 ・

（９６年９月
， ダ）に則り ，中小企業を含む広範な分野 訓練センター（ＡＣＴＥＴＳＭＥ）の設立

フイリピン ・セブ） でのより実践志向的な経済 ・技術協力強 を含む１０のプロジェクトが完成

化の必要を強調 　太平洋経済協力会議（ＰＥＣＣ）による

　地域間協力の強化，民問セクター及び 包括レポート「ＡＰＥＣ及び中小企業 一

、

他のサポートグルー プとの協力連携の重 将来の活動のための課題，発見，助言の

要性を認識 統合」を歓迎
　ＡＰＥＣ中小企業行動計画へのさらな 　アジア太平洋ビジネスネ ットワーク
る民問セクター参入を奨励，特にＡＰＥＣ （ＡＰＢ －ＮＥＴ皿）による民間セクターの
ビジネス諮問委員会（ＡＢＡＣ）が９６年 ビジネスマッ チング活動の重要性を認識
の活動計画の主要分野として中小企業を ＠アジア太平洋ビジネスネ ットワーク及
明確化したことを歓迎 びアジア太平洋青年企業家会議による勧

告（ビジネス出張に対する障害の除去 ，

オンラインでの情報アクセスの改善，成

功事例の共有化，ネ ットワーク化及び膚

報交換のための機会の提供など）の有用
性を確認

　これまでみてきたように，アジア太平洋地域における経済活動に対する中小企業の大きな貢献

並びに域内の貿易 ・投資活動に与える影響の大きさを認識し，ＡＰＥＣの活動全体にわた って中

小企業を優先するという方向がＡＰＥＣ組織の中で確立をみている。ＡＰＥＣの一連の非公式首脳

会談，中小企業大臣会合等を通じて中小企業育成に関して合意された視点，事項を整理すると次

の通りとなる。０活力ある若い企業家を含む中小企業の成長を支援し，中小企業の二一ズ及び企

業創出に適した環境を整備することは，この地域の雇用創出と経済発展にとっ て重要なカキとな

る， 　加盟各国 ・地域で成功している中小企業の事業活動を紹介するとともに，各国 ・地域の中

小企業施策の企画 ・立案に参考となるような情報交換により ，お互いに学ぴ合い，それらを中小

企業にとっ ての成長阻害要因の軽減，インフラの改善並びに成長二一スに見合った税制の整備に

生かしていくことが重要である，　域内の中小企業にとっ て最も困難で，重要な事項である市場 ，

人材，資金及び情報へのアクセスについて，ＡＰＥＣが自らの議題中に中小企業の二一ズを取り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８）
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込む方向で行動する必要がある，＠一層の規制緩和によっ て中小企業の活動条件が平準化され ，

中小企業が特性を最大限に生かして活躍できる，　各国 ・地域が中小企業関違の施策を立案 ・策

定にあた って，中小企業の声を聞くとともに，その二一スを十分に把握する必要があり ，それに

よっ て中小企業アクシ ョンプランに民問活動を組み入れていくことも考慮しなければならない ，

＠中小企業がグローバルな市場環境で厳しい環境に打ち勝っていくためには，国際市場の動向に

関する情報が的確に提供されなければならない。そのためには中小企業が１青報や将来の電子取り

引きへのアクセスを容易にできるシステムの確立が必要である，¢域内の中小企業に発展のため

のステ ップを理解させるために，各国 ・地域の経済 ・産業面の相互依存関係を示した横断的，業

種別分析からなる「ＡＰＥＣインダストリアル ・アウトル ック」の作成が求められている，＠教

育改革や企業家精神育成のために社会構造，社会システム面からのアプローチも必要であり ，特

に若手や女性経営者による成功事例の研究なども効果がある，等々である 。

　＜理念から実行段階へ〉

　中小企業問題を扱う場合，民間側からの意見，提案などをＡＰＥＣに反映させることが重要で

あり ，そうした機能を持つ組織としてＡＰＥＣビジネス諮問委員会（ＡＢＡＣ）がある 。

　ＡＢＡＣはビジネス関係者から構成されるＡＰＥＣの正式な諮問機関として９５年のＡＰＥＣ大阪

会議において，それまでの太平洋ビジネスフォーラム（ＰＢＦ）の廃止に伴 って設立が決まっ た。

ＡＢＡＣのメンバーは加盟各国 ・地域３名の枠内でそれぞれの首脳から任命され，日本からは伊

藤忠商事く株）室伏稔社長（当時），オムロン（株）立石信雄社長（当時），さらに中小企業分野の

代表として昭和プラスチ ック（株）中川健三社長（当時）が就任している。いくつかある作業部

会の一つとして中小企業部会（中川健三委員長）が設置され，国境円滑化（商用ビザの発行，関税手

続きなど），投資モデルプロジェクト ，インフラ整備，さらに経済 ・技術協力など各分野において

中小企業に共通した課題を取り扱うことになっ ている 。ＡＢＡＣによれば，域内の中小企業に共
　　　　　　　　　　　　　　　２３）
通した問題 冒識は以下の通りである 。

　¢たしかに中小企業問題はＡＰＥＣにおいて重要で，戦略的な位置づけをされているけれとも ，

その規模ゆえにリスクに対する抵抗力は弱く ，経営の上で規模の経済を享受できないという制約

を抱えているのも事実である。そのため多くの中小企業にとっ て， 自由化に伴う調整措置が単独

で対処するには難しく ，場合によっ てはマイナスに作用することさえあり得る，　中小企業とい

ってもその規模，能力，立地環境，組織構造などが加盟各国 ・地域によっ て多種多様であるため ，

域内全体を統一した方法で問題解決にあたるのは困難といっ た理由もあ って，本来持つ潜在的な

力を完全に発揮しているとはいえない状況にある。それゆえ，域内の中小企業が貿易 ・投資の自

由化及び円滑化により生まれるビジネス機会を活かし，急速に変化しつつある環境に対応してい

くためには，域内外を問わずこれまで以上に経営面での支援を必要としている 。

　ＡＰＥＣは中小企業を支援するための政策やプログラムを改善，調整し，相互の連携関係の強

化を図る必要がある。その際に重要な点は市場主導型で，歪みのないベンチマーク政策及びプロ

グラムを確立することで，ＡＰＥＣが掲げる２０２０年の自由化達成によっ て生まれる新たなダイナ

ミズムに対応しなければならないということである。そのような状況下にあ って，ＡＢＡＣの役

割は様々なレベルやフォーラムで議論されてきた結果を踏まえて，現行のＡＰＥＣ政策と中小企

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９）
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業関連プロジェクトとの問にあるキ ャソ プ解消に取り組むことにあり ，その具体策として各種の

イニシアチブを提案している。中小企業に関連したものは次の３つの点に要約される 。

　まず第一は，日本が提案した加盟各国 ・地域の中小企業を結ぶネ ソトワークの構想で，ＡＰＥＣ

中小企業技術交流 ・人材養成ネ ソトワークと電子的にリンクする通信ネ ソトワークの構築を目指

そうというものである。現在，このネ ットワークは各メンバー国 ・地域における既存のネ ットワ

ークをＡＰＥＣ全域につなぐものとして，先進国首脳会議（Ｇ７）による「中小企業グローバル ・

ネソトワーク」（Ｇ１ｏｂａｌ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌＮｅｔｗｏｒｋ　ｆｏｒ ＳＭＥｓ）に連結した形で運用されている。このネ

ットワークの利用を通じてアジア太平洋地域において中小企業間の技術移転と技術開発が活発化

することが期待される。それとともに，官民を問わずにこの地域に数多く存在し，中小企業支援

の分野で競争している中小企業主体の組織や機関の持つ潜在力が活用され，新しいアイテアが実

現可能になるという効果も期待できよう 。第二に，中小企業に関連した政府機関，銀行，ベンチ

ャーキャピタル，その他関係団体，中小企業経営者を一堂に集めた円卓会議（ラウンドテー ブル）

を加盟各国 ・地域が持ち寄りで開催する。この会議では未だに供給と需要の両面で難しい課題に

直面している中小企業の資金調達及びそれに伴うリスクの実態に，中小企業金融機関や関連の政

府機関が直に接することで，より具体的な行動へと結び付けていく 。第三に，中小企業の育成を

促進する政策の実効性を上げるため，中小企業に関連したデータの収集及ぴ報告，指標の開発を

行い，各プロジェクトの進捗目標設定の目安とする 。

　このほかＡＢＡＣは技術や技能を身につけた労働者の不足が製造業，中小サービス業の分野に

おいて中小企業の成長を妨げる大きな要因になっ ているとの問題意識から，人材養成，特に技能

訓練の充実 ・強化を提案している。前出のＡＣＴＥＴＳＭＥのネ ソトワークを活用した「仮想中小

企業大学」というアイデアも提案されているが，これは遠隔学習技術の採用により域内の中小企

業を対象に技術，経営，企業家精神，資金調達などに関して研修を行おうというものである。特

にこの構想は若手や女性の起業家の研修に有効な手段として実現が期待される 。

４． 域内各国 ・地域における中小企業とその国際連携の動向

　〈東アジアの局度成長と域内分業の進展〉

　過去１０数年にわたる東アジア地域経済の急成長は，６０年代の韓国，台湾，香港，シンガポール

など新興工業経済群（ＮＩＥＳ）に始まり ，８０年代央からタイ ，マレーシア，インドネシア，フィ

リピンなど東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）諸国へ，さらに９０年代に入ると中国，ベトナムなど

社会主義国へと波及している。東アジア経済のダイナミッ クな発展過程で生じたベクトルとして ，

一つは世界経済に占める東アジアのプレゼンスが著しく大きなものとなっ たことであり ，二つに

はこの東アジアにおいて各国の相互依存関係が強化され，それゆえ域外の大国である米国や日本

の動向に必ずしも左右されない自立的な発展メカニスムが東アジアを舞台に展開を開始したこと
　　２４）

である。こうした東アジアの経済発展の起因は言うまでもなく日本にある。７０年代から８０年代に

かけての日本の高度成長が円高による強力な需要吸収を通じて東アジアの輸出拡大に寄与すると

同時に，特に８０年代半ば以降，日本企業が生産拠点を求めて東アジアに大量進出し，東アジア諸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０）
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国の生産力強化に貢献したのである。この過程にあ って，自動車や電気 ・電子など組み立て主体

の大企業にとどまらず，現地調達力の向上を図るため大企業に随伴する形で中小企業の直接投資

も増加し，すそ野産業の構築に貢献したのである。９０年代以降，日系進出企業による東アジア域

内市場向けの販売が増加する一方，部品や原材料の調達先として東アジアが重要視されるように

なるに伴い，中小企業が独自に判断してこの地域での現地生産に踏み切るケースも増加している 。

８５年に３１８件であ ったわが国の中小製造業の海外投資は，８５年のプラザ合意後，急激に進行した

円高を背景に，８８年には１ ，６２５件と急増した。その後，海外投資の一巡と国内景気の後退により
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
中小企業投資は減少に転じたが，９３年には前年比２１．６％増を記録するなど再び増勢に転じている 。

　東アジア各国は部品や原材料などの生産力基盤の確立を通じた輸出競争力のさらなる強化，就

業機会の増大，産業構造の高度化を実現するため，日本の中小企業と中小企業近代化施策の経験

を積極的に生かそうとしている。しかし，各国 ・地域が自己完結型の産業構造（フルセ ソト型ネ ソ
　　　２６）
トワーク）を構築することはほとんと不可能に近いと言ってよい。自立統合型の生産体制は日本

を含め東アジア全域で構想される必要があり ，その中で中小企業から構成されるすそ野産業につ

いても域内分業の進展が前提となる。こうした問題意識を踏まえて，以下に韓国，フィリピン ，

豪州，米国，それに目本を取り上げ，中小企業及ぴ中小企業施策の動向について，特にＡＰＥＣ

域内における国際提携という角度からさくっ てみることとする 。

【韓　国】

　〈適正技術をもつ中小企業育成を重視〉

　戦後，韓国は「漢江の奇跡」とも言われている，世界史上でも稀な経済発展を成し遂げた実績

で知られている。そうした発展の原動力となっ たのは，強力な権威王義開発体制の下での財閥を

中心とする大企業中心の開発路線であ った。韓国では高度成長が始まっ た６０年代中頃には，早く

も中小企業保護を目的とした中小企業基本法が制定されている（１９６６年）。 その後，急速な経済発

展の過程にあ って，大企業偏重という大きな欠陥が目立ち，その是正のため７０年代半ばから中小

企業育成に向けた本格的な取り組みが始まっ たのである。８０年代末以降，韓国経済を取り巻く内

外の環境が著しく変わる中で，中小企業に対する期待が一段と大きくなるだけでなく ，中小企業

の新たな位置づけと見直し気運が高まっ ている。すなわち，対外的には国際貿易機関（ＷＴＯ）

の創設並びに経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）への加盟（９７年）を反映した国際化の進展，対内的に

は経済成長に伴う消費二一ズの多様化，さらには恒常的な資金不足などにみられるように韓国の

中小企業は大きな環境変化に直面している。このため韓国政府は中小企業の活力を発揮させ，健

全な発展を促す目的で，９６年に中小企業庁を創設し，経営基盤の構築，競争力の強化，国際化の

推進などを目標に総合的な支援プログラムに取り組むこととした 。

　韓国の中小企業は事業所数で製造業全体の９８ ．６％（９２年度末，以下同じ），従業員数で約６５ ．８％ ，

生産額で約４５ ．６％を占め
，，
国民経済の上で重要な役割を担っている。それにもかかわらず，輸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
出においては全体の４２ ．８％（９３年度），対外投資の２０％程度（推定）の実績しか占めておらず，特

に中小企業の海外進出の遅れが問題視され，９７年のＯＥＣＤ加盟を契機に政府は中小企業の国際

化を積極的に後押ししている。ＡＰＥＣ域内における中小企業の連携という点では，加盟各国
・

地域によっ て貿易 ・投資自由化の進展状況が異なっ ていることや昨今の大幅な為替変動といっ た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１）
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状況の下では，国と国，地域と地域間での中小企業同士の協力とか，連携は難しいのではないか ，

それよりも共同研究とか，技術交流といっ た分野から始めるのが効果的だという意見が示されて
　２８）

いる 。

　＜すそ野産業の育成か課題〉

　韓国の場合，経済成長が高ければ高いほど，海外（主として日本）からの部品や中問製品の輸

入が増え，その結果，貿易収支の不均衡が拡大し，それが成長の阻害要因になるという構造的な

問題を抱えている。ちなみに９４年の対日貿易赤字は１１９億ドルで全体の２０％弱を占めた。この背

景には円高ウォン安という要因もあるが，韓国内の設備投資拡大に伴って対日依存度の高い資本

財・ 中間財の輸入が増大したためである。もともと韓国の製造業はこれまで日本や米国からの技

術導入に頼る面が多く ，財閥や大企業ばかりに力を注いできた関係で産業のすそ野を支える中小

企業が育ち難い産業体質が特徴であ った。貿易収支の構造的な不均衡是正を図るためには，輸入

に頼る部品 ・中問財を生産するすそ野産業を育成しなければならなず，その基盤となるのが言う

までもなく中小企業である。大企業による量産的な巨大技術と地場零細企業のもつ土着技術との

中間にある，いわゆる適性技術をもつ中小企業の育成に重点を置いた経済開発の必要性が強調さ
　　　　　　２９）
れる所以である。このように先進国入りしたとはいえ，経済のなかに未だ発展途上段階にある部

分を抱えた韓国のような国においては，経済開発を進める上で中小企業が大企業と異なる役割と

貢献を求められているため，中小企業のもつ意味が実態経済，あるいは経済政策の面で改めて認

識されなければならない 。

　今日 ，構造的な不況に陥っている韓国経済はＩＭＦの支援を受け一層の自由化，開放化の方向

での経済改革が迫られている。とりわけ高付加価値品にシフトした産業構造への転換が求められ

ていることから，産業のすそ野を支える中小企業の育成が今後の大きな課題といえよう 。

【豪　州】

　＜アジアヘの参入と異文化学習に重点〉

　８０年代は中小企業の時代といわれ，欧米先進国や途上国　さらには社会主義国でも中小企業の

もつ意味の再評価，中小企業重視の経済運営が盛んに行われた。その背後には，中小企業部門の

比重が高く ，中小企業と大企業部門の効率的な関係が産業の競争力を高め，いわゆる「日本型シ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
ステム」といわれた独自の発展を遂げたイメージがあったことは否定できない。今日 ，これまで

の経済社会を支配してきた社会経済システムの有効性が厳しく問われ，２１世紀の新しいシステム

が模索される中にあ って，再び世界的な潮流として中小企業の持つ可能性に注目が集まっ ている 。

　こうした背景を受けて，ＡＰＥＣ先進国の一つである豪州においても中小企業が再び活力を取

り戻してきている。それにはいくつかの要因があげられよう 。第一は中小企業にとっ て好都合な ，

より専門的な商晶や特別注文による商晶を市場が求め始めていること，第二にプロセステクノロ

ジーの革新により ，中小企業が大企業とコストや品質の面である程度競争できるようになっ たこ

と， 第三にファッ クス，電子メール，インターネ ットなど新たな通信技術の発達によっ て， 中小

企業でも国境を越えてより効率的に事業管理ができるようになっ たこと ，第四に商晶の寿命が短

くなり ，顧客の嗜好がめまぐるしく変化する中で，中小企業がより敏速に対応できるために大企

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２）
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業との競争で優位に立つことができる，等々である。豪州における中小企業は約７８万社（非農業

部門全体の９６７％），雇用は２７０万人（同じく４９１％），そのうち約４，５００社が国際市場で事業活動を

行っ ており ，その売り上げは年間６ ，５００万豪州ドル，それによっ て約４万人の雇用を生み出して
　３ユ）

いる 。

　申小企業育成については，アジア藷国では政府が支援しながら中小企業が登展できるよろな仕

組みを作り上げていくという考え方であるのに対して，米国，カナダなどは，政府の役割にそれ

ほど期待すべきものはない，という立場に立 っている。これに対して豪州では経済政策の形成に

あっ て政府は常に大企業重視であり ，中小企業にはなかなか眼が行き届かなかったという面が指

摘されている。政府に中小企業の声を聞いてもらえないのであれば，「開かれた貿易 ・投資の自

由化」のための枠組みであるＡＰＥＣを通じてみずからの影響力を及ぼしていくという方策が重

要となっ てくる 。

　Ｊ．メナデュー（シドニー大学アジア太平洋研究所首席顧問）によれば，国際活動に進出し，成功し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
た豪州の中小企業にみられる共通の要因として次のような点があげられる 。すなわち，¢狭い国

内市場を逃れて海外市場において顧客の二一スを的確につかんだこと ，　旺盛な企業家精神と経

営手腕に恵まれていること ，である。豪州の産業は１９６０年代までは，国内市場を相手にしている

だけで，高い生活水準を維持できた。その背景には，¢豪州の持つ豊かな農産，エネルギー・ 鉱

物資源の賦存，　高コスト体質の製造業が手厚く保護されてきたこと ，　労働者の生活権利を支

えてきた中央集権的な賃金制度の存在などである。しかし，これまで豪州を取り巻く快適な環境

条件は，国内市場の狭小さ，豪州が競争力を持つ農産物貿易に対する世界的な規制の強化，逆に

豪州の競争力が弱い工業品貿易の世界的な拡大，アジア諸国の台頭と生活水準の向上などもあ っ

て試練にさらされるようになっ てきた。その結果として今日 ，豪州人の誇りでもあ った高い生活

水準は相対的に低下を余儀なくされているだけでなく ，アジアとの競争激化により経済社会自体

が変革を迫られているといっ てもよい状況下にある。そうした中で，豪州の中小企業は，豪州が

それまでのどちらかといえば内向きの姿勢から転じて，外向きの競争力を養うという転換プロセ

スにあ って重要な役割を果たしてきたのである。いわばＡＰＥＣは豪州，そして中小企業のグロ

ーバル化を推進する枠組みをもたらす上で欠くことのできない存在となっ ているのである。豪州

の中小企業は，世界市場において通信機器，製薬，科学機器，医療器材，情報機器など高度技術

製品分野で成功をおさめてきた。しかし，中小企業はもはや既存の市場で成長の余地はなく ，こ

のためアジア太平洋地域でビジネスチャンスを見出そうと懸命になっ ている。そのため域内ネ ッ

トワークの構築によっ て新製品を導入し，新しい技術やマーケティング戦略の採用に努めている 。

特に豪州は多様な文化によっ て構成されているため，その中にあ って中小企業はアジア太平洋地

域との貴重なビジネス上のつながりや人脈を作り上げている 。

　ＡＰＥＣの活動が豪州の中小企業に浸透しているとはいえない状況の下で，１９８７年にシドニー

大学内に設置されたアジア太平洋研究所（Ｔｈｅ　Ｒｅ・ｅａｒｃｈ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　Ｆｏ・ Ａ・ｉａ　ａｎｄ　Ｐａｃｉ丘ｃ）がアジア太

平洋地域でのビジネスを円滑にできるように中小企業のための異文化ＣＤ－ＲＯＭを実施している 。

９７年から開始されたサービスで，中小企業がＣＤ－ＲＯＭのマルチメディア技術を利用して，アジ

ア太平洋地域の文化，商慣習，市場参入ノウハウなどを身につけることを目的としている。グロ

ーバルなビジネスを展開する中小企業は，広い視野を持ち，地域について理解し，文化的気質に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３）
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根差した人々の異なる行動パターンがわかり ，吸収できる人材を育成する必要があるからである 。

このプロジェクトには豪州のほかにカナダ，日本，マレーシア，フィリピン，タイ ，米国などが

参加している。豪州の持つ特性を生かした貢献の一つの表れといえよう 。

【フイリピン】

　〈’１青報ネ ットワークの構築に熱心〉

　１９４６年の独立達成後もフィリピン経済は，モノカルチャー型に構築された産業構造から抜け切

れず，植民地経済の性格を色濃く引き継いだ。新生独止国としてのフィリピンは，旧宗主国であ

る米国との経済，貿易関係依存からの脱却を目指して，製造業を中心とした輸入代替化路線を採

った。輸入代替工業化は一定の成果を上げ，６０年代から７０年代初期にかけてフィリピンはアジア

有数の工業先進国としての地位を築き上げたのである。その後は，９３年に発表された世界銀行の

レポート「東アジアの奇跡」に見るように，周辺の東アジア諸国が貯蓄，投資を高め，人的資源

を活用し，そして何よりも輸出主導型の政策を採用したことにより ，高い経済成長を遂げたのに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
対して，内向きの政策を取り続けたフィリピン経済は大きく遅れを取った。しかしながら ，９０年

代にはいっ てからは，他のアジア諸国に見られるような統制型行政介入を排し，自由放任型アプ

ローチの下で貿易 ・投資や為替の自由化，規制緩和を推し進めた結果，外国からの投資を積極的

に呼び込むことに成功し，急速に経済発展へのダイナミズムを取り戻しつつある 。

　東アジアの工業化，経済成長を持続させていくためには，様々な問題の克服が課題とされてい

るが，前近代的な段階にある零細 ・中小企業の近代化を図ることもその一つである。フィリピン

でも９０年代に入って工業化が急速に進行し，日本やＮＩＥＳ企業の進出によっ て自動車，電気 ・

電子機器などの分野で組み立て型産業の急成長が見られる。半面，産業基盤の弱いフィリピンで

は， すそ野産業の発展の遅れが目立ち，経済拡大に伴って材料 ・部品の輸入が急増している。す

そ野産業育成を進めるためには，日本を始めとする先進工業国からの技術移転が必要となっ てく

る。 すなわち，技術 ・技能やノウハウを持った海外の企業，特に中小企業が子会社の設立や現地

企業との合弁 ・提携を通じて，現地に進出してくれることが望ましい。このためフィリピン政府

はすそ野産業育成の狙いから，外国からの投資誘致のため税制や関税上の優遇措置を中小企業に

与えるとか，教育や訓練の場ですそ野産業分野での人材養成に力を入れるなどの奨励策をとっ て

いる 。

　フィリピンはＡＰＥＣの取り組みの中で，中小企業の国際連携に積極的に取り組んでいること

で知られる。それは世界経済のプロフィソト ・センターであるアジア太平洋地域において，国際

的なネ ソトワーク作りを通じて自国の中小企業の競争力をつけようという強い意欲からきている

ものにほかならない。フィリピンのイニシアチブ（９３年にシアトルで開催された第一回非公式首脳会

談で当時のラモス大統領が提唱）により９７年，マニラ郊外にＡＰＥＣ中小企業技術交流 ・訓練センタ

ー（ＡＰＥＣ　Ｃｅｎｔｅ・ｆｏ・ Ｔｅｃｈｎｏ１ｏｇｙ　Ｅｘ・ｈａｎｇ・・ｎｄ　Ｔ・ａ１ｍｇ　ｆｏ・ ＳＭＥ・， ＡＣＴＥＴＳＭＥ）が設立されたのも

その一例である。このセンターを中心にＡＰＥＣ域内各国 ・地域に情報ネ ットワークを張り巡ら

せ， 人材養成，技術研修等の中小企業育成のためのプログラムのほか，市場 ・信用 ・金融等の情

報を相互に交換するだけでなく ，さらにこの情報網を末堀地域レベルにもリンクさせるという目

的のシステムである。ＡＰＥＣ活動に関連しては，フィリピン大学に付置されている中小企業研

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１４）
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究所（Ｉｎ．ｔ１ｔｕｔ．ｆ。。 Ｓｍ．１１Ｓ。。１．Ｉｎｄｕ．ｔ．１。。，ＩＳＳＩ）がフィリピンにおける中小企業問題を担当するフ

ォーカルポイントとして指定されている 。

　特に貧富の差が大きいフィリピンでは，都市と農村の地域格差が目立ち，その是正を念頭に産

業の地方分散による地域開発が大きな政策課題となっ ている。地方開発の問題は，その国の産業

構造が国内に関連のすそ野産業や下請け中小企業群を必要とする構造になっ ているかとうかに大

きく関わ っている。部品や中問財の多くを海外からの輸入に頼るという貿易構造にあ っては，国

内にすそ野産業を育成する必要はなく ，したがって関連産業が低コストを求めて地方に展開する

というパターンはあり得ないからである。したがってフィリピンでは遅れた地域の開発という観

点からも ，中小企業から構成されるすそ野産業の育成が焦眉の急となっ ている 。

　ＡＰＥＣは中小企業を育成 ・支援するという方向で開発協力を推進する中で，国際ビジネスヘ

の参加を促すプログラムを通じて中小企業に成長機会を与えようとしている。これを受けてフィ

リピンはＡＰＥＣから提供される情報を，利用可能なあらゆる情報 ・技術を駆使することによっ

て中小企業の成長を促し，かつての内向きな視点に立った経済運営から脱却し，経済のグローハ

ル化を目指した成長に向かおうと努めている 。

【米　国】

　＜政策による支援に違和感〉

　民問経済の基本が自由競争にある米国においても ，「（中）小企業法（Ｓｍ．１１Ｂｕ．ｍｅ。。 Ａ．ｔｏｆ

１９５８，。。。ｍ．ｎｄ．ｄ）が存在し，その第２条には「～経済の繁栄及ぴ国家の安全保障は，中小企業が

国から援助を受け，十分な成長発展を遂げてこそ実現され得るものである。～機会の適性な確保

をはかることによっ て国民経済を維持，増進する～」とし，中小企業を雇用創出や技術革新の担

い手として重視している。とりわけ８０年代以降，大企業が経済に占める比重は低下しており ，代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）わっ て中小新興企業群が米国経済のけん引車になっ ていることは周知の通りである。しかしなが
ら， 米国の中小企業政策は伝統的に政府の介入は最小限度とし，政府は「自由かつ公平な取引を

保証する」という役割に留め，それ以外は市場メカニズムに委ねる考え方を採っている。そうし

た考え方の下で，米国でも政府は中小企業庁（ＳＢＡ）を通じて中小企業を支援するため，各種の

施策を講じている。それらは産業政策というよりも ，被差別対策的な色彩が強いように思われる 。

政府が女性起業家に対する支援強化策として，９８年にはＳＢＡは全米各地に経営指導や融資の窓

口となる「女性ビジネスセンター」を開設し，中小企業の創業発展を問接的に支援を開始したの

もその一つの表れである 。

　米国では７０年代の後半からの失業率の高止まり ，８０年代前半に顕在化した製造業の空洞化など

を背景に，中小企業問題が大きく取り上げられるようになっ た。 これを受けて連邦政府は創業者

支援等の幅広い中小企業支援，先端技術育成のための産学官の協同による技術開発奨励，州政府

によるベンチャー資金設立等の支援策を実施した。こうした中小企業対策の導入にもかかわらず
，

米国の中小企業者はそれほど政府を頼っていないのが実態のようである。中小企業経営者は完全

に独立した存在であり ，大企業の一部として生まれたわけでもなく ，大企業と系列関係にあるわ
　　　　３５）
けでもない。成功するかどうかは全く ，その企業経営者の経営能力にかかっていると言ってよい 。

中小企業経営者の多くは決して資金豊富とはいえないけれども ，政府からの助成金をあてにせず ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１５）
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何とか自己資金で研究開発をやり遂げようと努める。彼らは研究開発によっ てユニークな製品を

開発してこそ，熾烈な競争に打ち勝って市場で優位に立つことができると信じているからだ。要

するに米国の中小企業経営者は基本的に自力でできるところまでや って，難しい問題に直面した

時点で政府なりに助力を求めるという ，あくまで自助の精神を尊重するのが彼らの流儀なのであ

る。 この点では，アジアの中小企業経営者の行動様式との問に大きな相違点がみられる。アジア

の場合，政府や公的機関に経営資源や情報まで提供してもらいたいという気持ちが強いのが特色

といえよう 。以下にアジア市場で積極的な事業展開をしている米国の典型的な中小企業の例を紹
　　　３６）
介しよう 。

　システム ・インテグレーテ ッド社（ＳＩ社）は発電，送配電，水管理，排水，電話 ・通信等の公

共部門でシステム制御に関連した設備を運用するためのターンキー・ システムを開発し，その製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
品とサービスを取り扱っており ，米国の分類によれば小規模企業に属している。ＳＩ社は技術的

に優れたソリューシ ョンの供給と併せて，顧客の要望に応じた製品作りやアクセスしやすい技術

を提供することによっ て， この分野では手強い競争相手である欧州の多国籍企業を相手にアジア

市場で健闘している。同社はアジアでのビジネスの中で商習慣，取引条件など（特に賄賂の提供の

ような）で，米国との違いをしばしば経験することがある。このように米国の企業にとっ て， ア

ジアでのピジネスは「一種のミステリー」だという 。米国において公共事業の入札プロセスは透

明性が高く ，公正であり ，このことは特に技術開発面で厳しい競争にさらされているハイテク分

野の企業にとっ て重要なことである。これに対しアジアでの公共事業の入札の実態は，あらかじ

め数ヶ月もかけて購入先と仕事をした実績を持つ業者しか参加できないとか，国際入札でも事実

上はあらかじめ選ばれた業者との問ですでに準備作業が行われているなど，米国の業者から見れ

ば本当に公正だとはいえない状況にある，と同社は見ている。また，ＳＩ社の取り扱い製品は制

御システムというハード及ぴソフトの知的財産であるから，現地パートナーとの間で守秘義務で

あるとか，有形無形の知的財産所有者の権利を理解し，尊重してもらわなけれは困る。この知的

財産権の保護という点で，アジアの現状は欧米に遅れており ，それゆえＳＩ社のような中小企業

がアジアビジネスを展開していく上で現地パートナーとの問で長期にわたる意欲的，かつ忍耐強

い取り組みが求められている。このほかアジアに進出する米国の企業の中にはＳＩ社のように製

品やサービスの売り込みというケースもあるが近年，現地で原材料や部品を調達する一方で，サ

ービスを提供するという形態のビジネスも増えている。そのような中で，アジアの地場企業との

接点も今後は増えていくもｇ）とみられる 。

　最近，アジアでは経済成長に伴って，エネルギ ー， 発電，パイプライン，送電，放送，電気通

信等の分野でインフラ需要が生まれているが，インフラ整備には膨大な資金が必要とされること

から，ＢＯＴ方式など民営化が進む傾向がみられる。中小企業の立場からいうと，こうした傾向

は中小企業を次第に市場から締め出すことになりかねない。結局，大企業に比ベリスクを負えな

い中小企業は，サプライヤーと言う立場で元請け企業に売り込むしかない。この問題に対する

ＡＰＥＣの立場は，インフラ開発への民問部門の参加を円滑にするため¢民問部門のインフラ
・

プロジェクトに対する毎差別的なアクセスを保証する，　公正かつ競争的な入札手続を確保する

ため，政府は法的，技術的な支援を行う ，などを内容とするＡＢＡＣの勧告を受け，その実行方

法について検討中というものである 。
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　９４年１０月に開催されたＡＰＥＣ大阪会合で日本は，各国 ・地域で違う中小企業の実態について

互いに理解を深め，政策協力の違いを調整するねらいで，中小企業に関する政策対話継続のため

の枠組みづくりを提案した。しかし，この提案について米国の態度は冷ややかなものであ ったと

されるが，「元々 ，中小企業を政府の努力で育成しようということが，米国当局者にとっ て違和
　　　　　　　　　　　３８）
感がある」との指摘もある。そのことよりも ，アジアでの中小企業育成が日本企業の影響力強化

につながり ，アシアが日本企業支配の下で輸出基地となることに対し，根強い不信感が米国産業

界にあると言われている。このようにアジア太平洋地域での中小企業育成 ・強化策をひとつとっ

てみても ，それぞれ事情が違う各国 ・地域の利害や思惑が交錯しており ，それらをいかに調整し

て削向きの方向を打ち出すか，にＡＰＥＣの難しさがあるといえよう 。

【日　本】

　〈求められるアジア企業への技術移転〉

　今日みられるアジア通貨 ・金融危機という状況下で，日本企業がアジアで一層の現地化を進め

ようとしていることが，９７年末，全上場企業 ・店頭登録企業約３，０００杜を対象とした野村総合研
　　　　　　　　　　　　　　　３９）
究所のアンケート調査でわか った。それによれば，「アジア景気をさほど良くない」，「悪い」と

回答した企業が大多数（９６％）であ った。そうした認識にもかかわらず，５０％の企業が依然 ，

「現地市場の拡大」を今後の事業展開にとっ てプラス要因と判断している。今後３年問に重点を

置く施策について，４５％の企業が「現地販売網の強化」をあげ，次いで「現地の人材育成」

（２７％）が続いた。このアンケート結果を見ても ，アジアの通貨 ・金融危機をきっ かけに，市場

規模の大きいアジア地域への日本企業の肩入れが逆に深まる面も出てきている。企業の多くは ，

長期的にはアジアの成長性は疑いはないとして，撤退よりもリストラなど体質改善で危機を乗り

切り ，将来への布石を打とうとする動きが目立つといえる 。

　中小企業についてみると ，少しテータは古いが９４年に東只商工会議所が会員を対象に実施した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
中小製造業に関する調査の結果は以下の通りである。海外投資を検討している動機として最も多

いのが「国内賃金の上昇」（４６．５％）であり ，ついで「国内販売の不振，現地市場の開拓」
（３９ ．６％），そして国際的な生産ネ ットワークの構築」（３５．６％）の順となっ ている。また，日本の

代表的な中小企業集積地である東大阪市で最近行われた「基盤技術」を有する中小企業の海外進
　　　　　　　　４１）
出状況に関する調査でも ，グローバル化が進む中で海外進出や資材 ・部品の海外調達において

，

一部の先進的企業を除き中小企業は大企業にかなり水をあけられている，という結果が示されて

いる。しかし，中小企業においても中長期的な計画の下で行われる海外進出及ひ国際的な生産ネ

ットワークの構築は，アジアの金融 ・通貨情勢の変動にもかかわらず，今後も進んでいくものと

思われる 。

　愛知県豊橋市に本祉のあるＪ社は，電気製品に使用されているプラスチ ック製部品の中小メー

カーである。海外には英国，ドイッ，韓国，台湾，シンガポール，香港，中国に現地法人を持 っ

ている。注文を受けると ，海外でＣＡＤ／ＣＡＭの作成→日本国内で金型を切削→金型を現地に

送る→現地で製品を生産，納入するという生産ネ ットワークを構築している。たとえば，シンガ

ポールにある現地法人が米国のユーザーから受注したものであ っても ，日本で生産した金型を米

国市場に近い英国へ送 って，そこで現地生産し，大西洋を越えて米国のユーザーに納入する，と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１７）
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いう生産コストと技術レベルの最適配分を考慮したシステムといえる。こうした国境を越えた生

産システムを運用するための条件として，第一にプラスチ ック成型機や乾燥機は同じ仕様で内製

し， しかも ，内外全ての工場に同じものが配置されている，第二に内外の工場間の惰報のやり取

りは安上がりなインターネ ット通信を使用，スペッ クなどの情報をパソコンで流すことにより ，

内外どこの工場でも全く同じ仕様，晶質のモノを作れる体制にある。このようにアジア太平洋地

域に加えて欧州をも取り入れた複雑なネ ソトワークの下でグローハルな事業展開を行っている中

　　　　　　　　　　４２）
小企業も現れてきている 。

　９３年１月 ，アセアン自由貿易地域（ＡＳＥＡＮ　Ｆ・・ｅ　Ｔ・ａｄｅ　Ａ・ｅａ： Ａ町Ａ）が発足し，向こう１５年間

で全ての工業製品の域内開発を０～５％に引き下げることを狙いとした共通実効関税（ＣＥＰＴ）

が導入された。こうしたＡＦＴＡの自由化プログラムの進行によっ て， 組み立て産業のみならず ，

中小下請け ・すそ野産業も巻き込んで，東アジア地域において生産 ・販売の分業体制の再編期を

迎えている。日本企業による生産拠点のシフトをきっ かけに始まっ たＡＳＥＡＮ諸国の工業化は ，

部品や中問財を日本から調達する段階から，現地のすそ野産業が形成される段階を迎えている 。

こうしたプロセスを経て，次第に地域市場の一体化が進み，販売 ・生産体制の再編 ・統合が予想

され，そのなかでより一層のコスト競争力の強化や素材をも含む晶質改善，納期の厳守などが中

小企業にも求められている 。

　アジア太平洋地域の中核ともいえる東アジア諸国の持続的な経済成長は，すそ野産業の育成強

化ができるかどうかが決め手となろう 。中小企業が活躍できるすそ野産業の質的，量的な発展こ

そが，今後この地域で成長が有望視される自動車や電気 ・電子部門にとっ て不可欠の要素といえ

るからだ。域内投資を増加させ，域内に張り巡らされた生産 ・販売ネ ソトワークの構築を促し ，

それによっ て各国 ・地域の経済発展に貢献するすそ野産業の存在が，アジア太平洋地域全体の発

展にとっ て欠くことのできない産業インフラの重要な構成要素となっ ている。そうした意味から

も基盤的技術を担う日本からの中小企業の一層のアジア進出と技術移転が期待されているのであ

る。

５． 結　　　　　び

　先進国は９０年代に入 って，みな深刻な雇用問題を抱えており ，そこでは需要構造がモノからサ

ービスに変わっていく中で，製造業より非製造業が成長部門になっ ている。また，急激な工業化

を推進してきたアジアでは通貨 ・金融危機をきっ かけに実態経済はひどい状況が生まれつつある 。

今， 世界の流れの一つとなっ ている地域協力の中にあ って，先進国と発展途上国が一緒になっ て

いるアジア太平洋地域においても，大きくは経済の再活性化という観点から中小企業の果たす役

割があらためて見直されてきており ，それゆえＡＰＥＣでも中小企業育成が最優先の課題の一つ

として取り上げられている。最近，ＯＥＣＤは加盟国間で産業政策の調和を進め，政策の効率性

を高める狙いで，各国の産業政策に関する評価システム導入について検討を始めた。それは個別

産業の振興をねらっ た従来型の産業政策は歴史的な役割を終えたとの共通の認識に基づくもので ，

これからは各国が民間企業の事業環境の整備を進めやすいような制度の確立を目指すという新し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１８）



　　　　　　　　　ＡＰＥＣ（アジア太平洋協力）に見る民問事業活動への関与（山浦）　　　　　　　　１９

　　　　　　　　　　　４３）
い方向性を打ち出している。韓国やＡＳＥＡＮ諸国のように産業政策を積極的に取り入れようと

する国がある一方で，米国のようにこれを日本的特殊性として非難する考えが根強い国もある 。

しかし，ＡＰＥＣは中小企業問題に積極的に取り組む中で，アジア太平洋地域が有する多様性を

十分尊重しつつ，加盟各国 ・地域との協調の下で，具体的なプロジェクトの推進なとＯＥＣＤに

先行して協力を進めている 。

　特に東アジア諸国においては，共通して外資導入による輸出主導型の工業化を急ぎすぎたこと

とも関運して，各国で似通った産業構造，脆弱な産業発展基盤，人材不足，技術開発力の弱さ ，

といっ た事情からゼロサム的な状況に陥っているというのが今，急展開している経済困難の要因

として指摘されている。この危機がどんな形で収束するにせよ ，直接投資とこれによる現地調達

をテコとしたネ ットワーク形成がＡＳＥＡＮのみならず，東アジア，さらにはアジア太平洋全域

に広がりを見せ，それが域内で相互に貿易を拡大させ，補完関係を強めている傾向に変わりはな

いであろう 。アシア太平洋地域を巻き込んだネ ソトワークの形成に起因する構造変動は国際分業

再編に向けて，この地域全体の構造変化を促すと同時に，競争を通じて各国問の比較優位がかな

り鮮明となるまで続く可能性が強い。そして，こうした動きが一層増幅された形で域外にも波及

し， 世界的にも影響を及ぼしつつあるといえよう 。

　ＡＰＥＣは，最近のアジア太平洋地域にみられる相互依存の深化を踏まえ，自由貿易を旗印に

した開放的な地域協力のための組織である。冷戦終焉後，世界の大きな潮流として，イデオロギ

ーの後退と経済重視の考え方が台頭する中にあ って，国境を越えた経済活動が急速に発展してい

る今日 ，世界システムにおける民間部門の果たす役割がきわめて重要にな ってきている。その意

味でアジア太平洋協力にも中小企業を含む民問セクターの積極的な協力を得つつ，官民一体とな

ってこれを推進していくことがますます求められている 。

　ＡＰＥＣには経済 ・技術協力分野だけをとっ てみても ，中小企業育成を含む１３分野で３００件を越

すプロジェクトが動いている。しかしながら，ＡＰＥＣは自前の資金を欠くことから，各国 ・地

域がテーマ別に資金，ヒトを出す手弁当方式が取られているが，この点がネ ックとなっ て大きな

成果は出ていないとも言われている。アジア経済が元気を取り戻すきっ かけを作るためにも ，日

本は内向きの志向から転じて，特に中小企業育成分野でＡＰＥＣが「これをや ったという成果」

を出せるような支援を行う必要があろう 。

１）

２）

３）

４）

５）

６）

　１９９１年１１月ソウルで開催された第３回閣僚会議から中国，チャイニーズ ・タイペイ（台湾），香港

の同時参加が実現し，ＡＰＥＣが名実ともにアジア太平洋地域を代表するフォーラムとなっ た。 これ

ら３ヶ国 ・地域の参加問題は，ＡＰＥＣ発足当初から早期参加の必要性が十分認識されていたもので

あるが，「中国は一つ」との中国側の政治原則等との折り合いから解決が困難視されていた問題でも

あっ た。 しかしながら，ホスト国である韓国の粘り強い努力が実を結んでソウル会議からこれら３メ

ンバーが加わることになっ たものである 。「行動するＡＰＥＣ２０００年への道のり」１９９７年　（財）通商産

業調査会　Ｐ．７

　同上　Ｐ．５～６

　「続 ・太平洋経済圏の生成」１９９０年　文真堂　Ｐ．８１～８２

　同上

　同上　Ｐ．９１

　８７年１月 ，田村元通産大臣（当時）が豪州を訪れた際に「環太平洋産業大臣会合」を提唱。この

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９）
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　構想は，アジア太平洋地域の先進５ヶ国（日本，米国，カナダ，豪州，ニュージーランド）の産業担

　当大臣が経済状況，産業構造調整，技術開発，中小企業に関する論議を行うというものであ った。さ

　らに８８年に通産省内で「アジア太平洋貿易開発研究会」が設立され，わが国を取り巻く「アジア太平

　洋地域」について状況認識を示したうえで，本地域での協力の在り方として○域内諸国の多様性を尊

　重しつつ，「コンセンサス ・アプローチによる多層 ・漸進的協力」の推進，　域外開放性の確保の２

　点が重要である，とした中問報告書をとりまとめたもの。「行動するＡＰＥＣ２０００年への道のり」Ｐ３

　～４

７）「諸君」１９９５年８月号　“ＡＰＥＣでは理想を掲げよ”前通産審議官の畠山嚢氏による ，“ＡＰＥＣ大

　阪会議を戦後５０年の偉大なモニュメントにしよう ，そしてこれを機会に日本はみずからの理想を世界

　の国々にかたりかける国へと変貌するのだ
”，

と呼びかける発言 。

８）９７年１１月にバンクーバーで開催されたＡＰＥＣ首脳会議でロシア，ベトナム，ペルー３ヶ国の参加

　を認めることを決めた。３ヶ国は９８年のクアラルンプール会議から参加する 。ＡＰＥＣはこれで２１ヶ

　国　地域の体制になる。ロシア参加をめくっ ては，閣僚会議で一部の途上国なとが反対していたが ，

　今後の対口外交をにらんで積極的に支持する日本や米国などが説得を進め，３ヶ国加盟にこぎつけた

　もの 。

９）「ジェトロセンサ ー」１９９５年１１月号　日本貿易振興会　Ｐ．２８　内藤徹氏による “主要国のＡＰＥＣ

　戦略～日本，求められる長期視点
”

１０）９６年１１月にマニラで開催されたＡＰＥＣ閣僚会議が採択した共同声明は，「民問部門，特にビジネス

　諮問委員会からのコメントと意見が重要であることで意見の一致をみた」としている。閣僚会議の開

　会式に臨んだ議長役のラモス大統領が用意した演説では，「ビジネス」と言う言葉が２０ヶ所も顔を出

　した。朝日新聞（９６ ．１１ ．２４）は，マニラの目抜き通りを飾るのぼりには「ＡＰＥＣとはビジネス」の

　標語が染め抜かれていると報じている 。

１１）「１９９７年版ジェトロ白書貿易編 ・総論」１９９７年　日本貿易振興会　Ｐ．１０～１１

１２）「ＩＴＩ季報　Ｎｏ．１５」１９９４年　（財）国際貿易投資研究所　Ｐ．７

１３）「月刊　ＮＩＲＡ」１９８５年４月号　総合研究開発機構　Ｐ．５１～５２

１４）ｒアジア太平洋経済圏」１９７３年　（財）日本国際問題研究所　Ｐ．１４８

１５）「環太平洋連帯研究グループ」政策研究会 ・環太平洋研究グループ１９８０年

　本報告書は，０交通 ・通信手段の著しい発達によっ て， 太平洋は内海と化し，太平洋諸国がひとつの

　地域社会を形成しうる条件が整った，　環太平洋連帯構想のもつ特色として，地域外に対して排他的

　で閉ざされたリージ ョナリズムではなく ，その特色とする活力とダイナミズムを活用して，グローバ

　リスムの担い手となる，　先進国側の率先した市場開放，経済 ・技術協力と ，発展途上国側の着実な

　自助努力とによっ て， 南北問題に新生面を切り開く ，＠環太平洋連帯のための関係国による常置的な

　民間委員会の設立への提案などを骨子としている 。

１６）「ＡＰＥＣ過程の基礎研究」報告書　１９９６年　さくら総合研究所環太平洋研究センター　Ｐ１０

１７）「サポーティング ・インダストリーの定義は必ずしも明確でない。輸送なども含める場合もあるが ，

　製造業に限ってみると，完成品からみたサポーティング ・インダストリーと，部品や資材のサプライ

　ヤーが属する産業が考えられる。サポーティング ・インダストリーをＯ素材産業，　生産設備などの

　資本財産業，　機械部品産業，＠工程，　副資材に分けることができる」（「アジア太平洋地域におけ

　る産業振興整備計画調査報告書」１９９６年　社団法人システム科学研究所　Ｐ．２４）

　「サポーティング ・インダストリーとは単なる部品作りの産業ではない。企業間の前方，後方につな

　がる相互支援関係を有し，部晶，構成部品を供給する産業を指すとし，具体的には０工作機械，　切

　削工具，　研磨工具，＠粉末冶金製晶，　表面処理金属およびプラスチ ック ，　熱処理，の精密機械

　用制御，設計用 コンピュータ ，ゆエレクトロニクス ・コネクター 　再充電可能なハソ テリー ＠エ

　ンジニアリング ・プラスチ ックによる部品の１０業種を，タイの投資委員会はサポーティング ・インダ

　ストリーと規定している」（「タイにおけるサポーティング ・インダストリーの現状と課題」１９９６年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０）
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　　日本貿易振興会　Ｐ．６）

１８）第２回ＡＰＥＣ中小企業大臣会合共同声明の「中小企業の役割と重要性」の（４）より

１９）　同上（６）より

２０）「Ｗｅ　ａｓｋ　ｂｕｓｍｅｓｓ　ｌｅａｄｅｒｓ　ｔｏ　ｅｓ伽ｂ１１ｓｈ　ａ　Ｐａｃ１丘ｃ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ｆｏｒｕｍ　ｔ０１ｄｅｎ的１ｓｓｕｅｓ　ＡＰＥＣ　ｓｈｏｕｌｄ

　ａｄｄｒｅｓｓ　ｔｏ　ｆａｃ１１１ｔａｔｅ　ｒｅｇ１ｏｎａ１ｔｒａｄｅ　ａｎｄ　ｍｖｅｓｔｍｅｎｔ　ａｎｄ　ｅｎｃｏｕｒａｇｅ　ｔｈｅ　ｆｕ打ｈｅｒ　ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ｂｕｓ１

　ｎｅｓｓ　ｎｅｔｗｏｒｋｓ　ｔｈｒｏｕｇｈｏｕｔ　ｔｈｅ　ｒｅｇ１ｏｎ　Ｗｅ　ａｌｓｏ　ａｓｋ　ＡＰＥＣ　ｔｏ　ｓｔｒｅｎｇｔｈｅｎ１ｔｓ　ｐｏ１１ｃｙ　ｄ１ａ１ｏｇｕｅ　ｏｎ　ｓｍａ１１

　ａｎｄ　ｍｅｄ１ｕｍ　ｓ１ｚｅ　ｅｎｔｅｒｐｒｌｚｅｓ」（ＡＰＥＣ　ＬＥＡＤＥＲＳ　ＥＣＯＮＯＭＩＣ　ＶＩＳＩＯＮ　ＳＴＡＴＥＭＥＮＴ，Ｂ１ａｋｅ　Ｉｓ

　１ａｎｄ，Ｓｅａｔｔ１ｅ，２０Ｎｏｖｅｍｂｅｒ１９９３より）

２１）大阪行動指針の第二部経済協力，Ｂ節個別分野の経済 ・技術協力 ，１。 中小企業において共通政策

　理念として，ＡＰＥＣ経済は中小企業がその創造性と機動性を最大限発揮できるよう事業環境を改善

　　し，優先分野（人材，情報アクセス，技術および技術の共有，資金調達，市場アクセス）への取り組

　みを支援し，さらに中小企業政策を向上させることにより ，中小企業のダイナミズムを維持し，発展

　　させるために協力していく」と言厘っ ている 。

２２）第１回（９４年１０月　大阪），第２回（９５年９月　アデレード），第３回（９６年９月　フィリピン ・セ

　ブ），第４回（９７年９月　オタワ）

２３）「ビジネス環境としてのＡＰＥＣ～域内共同体の繁栄を築くために～」ＡＰＥＣ首脳への報告書

　（１９９６年版），「ＡＢＡＣｓ　ｃａ１１ｔｏ　ａｃｔ１ｏｎ」ＡＰＥＣ　Ｂｕｓｍｅｓｓ　Ａｄｖ１ｓｏｒｙ　Ｃｏｍｃ１１１９９７

２４）「華人ネ ットワークの時代」１９９７年　日本放送協会　Ｐ．１３０～１３１

２５）「中小製造業のための海外投資カイト」１９９４年　東兄商工会議所　Ｐ１～２

２６）「フルセ ット型産業構造を超えて」１９９３年　中央公論社　Ｐ．３６～３７　　日本の産業構造の特徴を指

　摘する際に使われる用語で「ワンセ ット型」ともいわれ，全ての産業，技術を一定レベルで保有し ，

　開華から量産にいたる全過程を展開する，西側先進工業国の中でもほとんど唯一の産業構造をいう 。

２７）「韓国中小企業に関する年次報告書１９９４年度」１９９５年　（財）全国下請企業振興協会　Ｐ．１５及びＰ

　３１

２８）「ＡＰＥＣ中小企業シンポジウム１９９７年　大阪」での中央大学校Ｌｅｅ　Ｃｈｏｎ　Ｈｏｏｎ 教授の発言　同シ

　ンポジウム報告書　１９９７年　日本貿易振興会　Ｐ．３２～３３

２９）「現代中小企業論」１９９２年　日本放送出版協会　Ｐ．３５

３０）「新中小企業論を学ぶ」１９９８年　有斐閣選書　Ｐ．１５

３１）ｒＡＰＥＣ中小企業ンンポシウム１９９７大阪」開催報告書　日本貿易振興会　Ｐ４０

３２）同上シンポシウムでの発言，同上報告書　Ｐ３９～４２

３３）「Ｔｈｅ　Ｅａｓｔ　Ａｓ１ａｎ　Ｍｉｒａｃ１ｅ～Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　Ｇｒｏｗｔｈ　ａｎｄ　Ｐｕｂ１１ｃ　Ｐｏ１１ｃｙ」１９９３，Ｔｈｅ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｂａｎｋ，邦

　訳 ：ｒ東アジアの奇跡～経済成長と政府の役割」１９９４年東洋経済新報杜
３４）「米国では１９８３年から１０年問に企業数が１ ，５２０万から２ ，１６０万へと増加している。それは中小企業を

　中心に増えたものであり ，ハイテク産業に限らずサービス産業が大半を占める～」“ どこへ行く日本

　経済”Ｐ．１１５森口親司（「アスティオン　１９９８春季号」）

３５）アメリカの「中小企業」の概念が反独占思想の関わりの中で形成されてきたことに関連して，その

　目的は独占的大企業の排除である。すなわち，上記の「中小企業法」において「中小企業」とは「独

　立自営」（ｉｎｄｅｐｅｎｄｅｎｔ１ｙ　ｏｗｎｅｄ　ａｎｄ　ｏｐｅｒａｔｅｄ）の企業であり ，当該事業分野で「支配的でない」

　（ｎｏｔ　ｄｏｍｍａｎｔ１ｎ１ｔｓ 丘ｅ１ｄｓ　ｏｆ　ｏｐｅｒａｔ１ｏｎ）企業である，とはっきりと規定してある。「アメリカ中小企

　業論」１９９４年　Ｐ．５

３６）「ＡＰＥＣ中小企業シンポジウム１９９７大阪」での米国システムズ ・インテグレーテ ッド社スー ザ

　ン ・コラレス ・ディアズ社長の発言（同シンポジウム開催報告書　Ｐ．２５～２７）

３７）米国では「中小企業」という用語はあまり使われず，「小規模企業」（ｓｍａ１１ｂｕｓｍｅｓｓ）が一般的で

　ある。そして中小企業の定義としては，標準産業分類の従業員数，または売上額により細かく定義さ

　れている。製造業を例にみると ，４６１業種について（Ｄ５００人未満（３４４），　７５０人未満（５６），　１０００人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１）



２２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第１号）

　未満（５８），＠１ ，５００人未満（３）と従業員数で定義している（中小企業法第３条）。　「アメリカ中小企業

　論」１９９４年　信山社　Ｐ．１４

３８）「アジアでの中小企業育成すれ違う思惑」（朝日新聞１９９４年１０月２０日付）

３９）「アジア事業の展開に関するアンケート集計結果」１９９８年（株）野村総合研究所

４０）「中小製造業の海外投資に関するアンケート調査結果について」１９９４年　東只商工会議所

４１）「アジア太平洋地域における産業振興整備計画調査報告書」１９９６年　（社）システム科学研究所　Ｐ

　１１０～１１２

４２）「日本の中小企業は今」１９９７年　日本貿易振興会　Ｐ．３０～３１

４３）「通産研究レビュウ第４号」１９９４年　通産省　Ｐ．２４～２５　産業政策とは，一般に諸産業を直接の

　対象として，諸産業の保護 ・育成，調整 ・整備を通じ，経済の近代化，国際競争力の強化，経済成長

　の促進，雇用の安定，国際収支の改善等の何らかの経済 ・社会目的を達成するために，国家あるいは

　政府が個々の産業もしくは企業の生産 ・営業，取引活動に積極的あるいは消極的に干渉し，また商

　品 ・サービス，金融等の市場形成あるいは市場機構に直接介入する政策の総称である。その中で，横

　断的な産業組織政策として中小企業政策が位置づけられる 。

（２２）
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